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第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

第一部【企業情報】

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (千円) 754,873 511,982 579,209 664,384 1,225,924

経常利益又は経常損失（△） (千円) △465,311 △99,806 △118,035 28,027 174,349

当期純利益又は 

当期純損失（△）
(千円) △504,726 67,431 △101,718 51,248 175,310

持分法を適用した場合の投資

利益又は投資損失（△）
(千円) － △6,130 2,346 9,126 △32,360

資本金 (千円) 10,000 200,000 200,000 385,000 767,500

発行済株式総数 (株) 200 400,000 400,000 77,000 87,000

純資産額 (千円) △1,598,234 150,843 47,648 285,373 1,380,683

総資産額 (千円) 459,361 480,077 536,088 474,851 1,813,464

１株当たり純資産額 (円) △7,991,170.58 377.11 119.12 3,706.15 15,869.92

１株当たり配当額 

(内、１株当たり中間配当額)

(円)

(円)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益又は 

当期純損失（△）
(円) △2,523,634.90 850.75 △254.30 750.28 2,192.50

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
(円) － － － － 1,862.58

自己資本比率 (％) △347.9 31.4 8.9 60.1 76.1

自己資本利益率 (％) － △9.3 △102.5 30.8 21.0

株価収益率 (倍) － － － － 178.34

配当性向 (％) － － － － －

営業活動による 

キャッシュ・フロー
(千円) － － △40,637 37,846 164,826

投資活動による 

キャッシュ・フロー
(千円) － － △25,765 △25,926 △37,909

財務活動による 

キャッシュ・フロー
(千円) － － 98,100 34,772 851,562

現金及び現金同等物 

の期末残高
(千円) － － 66,624 112,820 1,092,357

従業員数 (名) 32 26 31 33 33



(注) １．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．第８期の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４．第８期及び第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、新株予約権残高がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭公開もしておりませんでした

ので、期中平均株価の把握が困難であったため記載しておりません。 

５．第８期の自己資本利益率については、自己資本がマイナスのため記載しておりません。 

６．第８期から第11期の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭公開もしておりませんでし

たので、期中平均株価の把握が困難であったため記載しておりません。 

７．第10期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

８．第９期以前はキャッシュ・フロー計算書を作成していないため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資

活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は

記載しておりません。 

９．従業員数は、就業員数を記載しております。 

10．第10期から第12期の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、港陽監査法人の監

査を受けておりますが、第８期及び第９期の財務諸表につきましては、当該監査を受けておりません。 

11．第９期につきましては、㈱ＳＲＡがTurbolinux,Inc.（米国）より、当社株式を譲り受け、米国に一旦集約

していた本社機能を日本に再移転いたしました。これにより、第９期の業績は、第８期の業績と比べ大きく

変動しております。 

12．当社は、平成16年12月14日付で株式10株を１株にする株式併合を行っております。そこで、株式会社大阪証

券取引所の引受担当者宛通知「上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の作成上の留意点について」

（平成16年９月30日付大証上場第181号）に基づき、当該株式併合に伴う影響を加味し、遡及計算を行った

場合の１株当たり指標を参考までに掲げると以下のとおりとなります。なお、当該数値については、第10期

の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純損失を除き、港陽監査法人の監査を受けておりません。 

 
  

回次 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月

１株当たり純資産額 （円） △79,911,705.80 3,771.08 1,191.21

１株当たり配当額 （円） － － －

(内、１株当たり中間配当額) （円） (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は 

当期純損失（△）
（円） △25,236,348.95 8,507.65 △2,542.97

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益
（円） － － －



２【沿革】 

 
  

３【事業の内容】 

(1）当社事業の概要について 

 当社はＯＳベンダーであり、コンピューターシステム上で動作するリナックスを利用したＯＳやアプリケーショ

ンの開発、販売、コンサルティング、サポート並びに教育サービスを主な事業としております。 

 ＯＳはサーバやパソコン、電子機器等の全てのコンピューター上でハードウェアをコントロールすると同時に、

プラットホームの差異を吸収し、一律の安定した動作環境やインターフェースをアプリケーションに提供します。

アプリケーションはこれらのアプリケーションプログラミングインターフェース（ＡＰＩ）、グラフィカルユーザ

インターフェース（ＧＵＩ）等を利用し、統一されたユーザインターフェースを可能とし、ＯＳの提供するネット

ワーク機能、実行スケジュール、リソース管理なども合わせ、ＯＳはアプリケーションに最適かつ高度な実行環境

を提供します。 

 当社が開発するＯＳは、ソースコードと呼ばれるプログラミング言語がオープンであるリナックスを用いており

ます。リナックスとは本来そのコアである「カーネル」のことで、当時フィンランドの学生、リーナス・トーバル

ズ氏によって誕生しており、オープンソースかつ無償にて公開されております。当社では「カーネル」に周辺機器

対応や安定性の確保、最適化などの多くの手を加え、またＯＳとしての機能を満たすべく、各種ライブラリやイン

ターフェースの実装などさまざまな機能やプログラムを加えることで、商用に耐えうる製品を開発しております。

またアジアにおけるリナックスＯＳベンダーとしての地位を確固たるものとするべく、各種言語対応や実装等、ア

ジア圏に対し最適なリナックスＯＳを提供すると共に、インターネットサーバーアプリケーション、デスクトップ

アプリケーション、オフィスアプリケーション、高度なセキュリティ機能などを提供しております。 

  

年月 概要

平成７年７月 東京都世田谷区梅丘に、コンピュータ用ソフトウェアの開発、輸入及び販売を目的としてパシフ

ィック・ハイテック株式会社を設立。

平成９年７月 Pasific HiTech,Inc.（米国）より、同社日本法人の営業を譲り受ける。

平成９年12月 Turbolinux日本語版1.0をリリースし、Linuxビジネスに進出。

平成11年３月 Turbolinux Server日本語版1.0をリリース。

平成11年５月 当時の代表であったアービング・ウイクリフ・ミラーにより、Turbolinux,Inc.（米国）が設立
される。

平成11年７月 Turbolinux,Inc.（米国）の子会社となったことに伴い、商号をターボリナックスジャパン株式
会社に変更。 
また、実質的な本社機能を米国に集約。

平成11年９月 当社の本社を東京都渋谷区上原に移転。

平成11年11月 当社の本社を現在地（東京都渋谷区渋谷）に移転。

平成12年２月 Linuxディストリビューション初の技術者認定制度「Turbolinuxエデュケーションプログラム」
を開始

平成12年６月 技術サポートプログラム「TurboSupport」を提供開始。

平成14年８月 株式会社ＳＲＡが、Turbolinux,Inc.（米国）より会社名を含めた商標権と、linux事業及びその
運営に関わる知的所有権、ならびに当社株式の100％を取得したことに伴い、当社は株式会社Ｓ
ＲＡの子会社となり、商号をターボリナックス株式会社に変更。 
また、Turbolinux,Inc.（米国）が実質的に事業を中止したことにより、ターボリナックスの実
質的な本社機能が日本に再移転。

平成16年５月 株式会社ライブドアとの株式交換により、同社の子会社となる。

平成17年９月 大阪証券取引所ヘラクレスに上場。



事業の内容は以下のとおりです。  

 
用語解説 

[OS]オペレーティングシステムの略。キーボード入力や画面出力といった入出力昨日やディスクのメモリ管理など、多

くのアプリケーションソフトから共通して利用される基本的な機能を提供し、コンピュータシステム全体を管理する

ソフトウェア。 

[カーネル]OSの中核的な部分となるソフトウェア。リナックスのカーネルについては、設計図であるソースコードが公

開されている。 

  

(2）当社の事業の系統図について 

 当社の事業系統図は以下のとおりであります。 

 

  

事業の内容 売上の区分

①ライセンス販売

 当社は、サーバならびにクライアントＰＣ向けのＯＳ及びアプリケーションを製品化し、

ライセンス販売を行っております。ライセンス販売は、ハードウェアベンダーとＯＥＭ契約

を締結して販売するケース、販売代理店を通じて販売するケース、流通販路を通じて販売す

るケースなどがあり、当社の主要な売上項目となっております。 

製品

②コンサルティング

 上記ＯＳ及びアプリケーションを導入するに際して、カスタマイズや導入に付随するサー

ビスをコンサルティング事業として展開しております。具体的には顧客の個別ニーズに沿っ

て、ＯＳならびにアプリケーションのカスタマイズや、インフラ、ネットワークやデータベ

ースなどの設計を実施しております。

サービス

③サポート

 当社では、ＯＳ及びアプリケーションを導入した顧客に対して、保守・運用サービスを提

供しております。具体的には、顧客からの問い合わせ対応やＯＳ及びアプリケーションのバ

ージョンアップなど、顧客ニーズに対応するサポート体制を敷いております。

④教育サービス

 リナックスビジネスの加速には、その成長を担うリナックスエンジニアの育成が必要で

す。顧客側からもリナックス技術を習得したエンジニアのニーズが高まっており、当社では

技術者認定制度ならびに認定トレーニングコースを設けております。段階的・体系的に学べ

る実戦的カリキュラムを揃え、内容も最先端の技術に合わせて更新しております。



４【関係会社の状況】 

 
（注） 有価証券報告書提出会社であります。 

  

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

平成17年12月31日現在 

 
（注） １．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準内賃金を含んでおります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所
資本金又は 

出資金

主要な事業 

の内容

議決権の所有 

（被所有）割合

(％)

関係内容

（親会社）

株式会社ライブドア

（注）

東京都 

新宿区
86,285,430千円

ウェブ事業、ネットワーク事

業、コマース事業、ソフトウェ

ア事業、投資事業

(66.32)

当社製品の販売 

オフィスの賃借 

役員の兼任 １名

（その他の関係会社）

Turbolinux China Co.,Ltd.
中国 

北京市
361万米ドル Linux関連事業 49.00

当社製品の販売 

役員の兼任 ２名 

役員の派遣 １名

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

33 35.3 3.7 6,011



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 リナックスを始めとしたオープンソースに対する関心は拡大を続けております。かつては新奇さゆえの注目でし

たが、近時においては既にビジネスとして定着し、ますますその領域を広げつつあります。特にリナックスについ

ては、国内外を問わず公共機関での需要が増加しており、また企業でのサーバの他、各種携帯端末や情報家電にお

いても利用が増加しております。 

 そのような環境下で当社は、業界全体の拡大を超える成長を確実なものとするべく邁進してまいりました。その

結果、当事業年度における売上高は1,225,924千円（前期比84.5％増）となりました。これは、サーバ製品として

は、当社の主力製品である Turbolinux 10 Server が好調であった他、前事業年度に引き続き Turbolinux 

Appliance Server 1.0 が収益面で寄与したことによるものであります。また、デスクトップ製品としては、新製品

である Turbolinux FUJI の市場投入に加え、株式会社ソースネクスト（東京都港区）等との提携による販路拡大、

並びに独自ＯＳを組み込んだオリジナルパソコンの販売が好調であったことなどによるものであります。 

 営業利益につきましては、各種経費の見直しとともに、社内における事前の経費申請や稟議制度の徹底を継続し

ており、188,915千円（前期比464.8％増）となりました。 

 経常利益につきましては、平成17年９月15日に大阪証券取引所ヘラクレスに上場したことによる上場準備費用

15,010千円等があり、174,349千円（前期比522.1％増）となりました。 

 当期純利益につきましては、特別利益として過年度債務取崩益17,596千円がありましたが、一方で特別損失とし

て営業権償却15,833千円を計上したことにより、175,310千円（前期比242.1％増）となりました。  

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 税引前当期純利益を175,571千円計上したことを主要因として、営業活動の結果得られた資金は164,826千円

（前期比335.5％増）となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 無形固定資産の取得を主要因として、投資活動の結果使用した資金は37,909千円（前期比46.2％増）となりま

した。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 株式上場に伴う新株式の発行により901,562千円の資金を得ることが出来ましたが、このうち50,000千円を当初

の資金計画に基づき短期借入金の返済に充当いたしました。これらにより、財務活動の結果得られた資金は 

851,562千円（前期比2,349.0％増）となりました。 

  

 以上により、当事業年度末における現金及び現金同等物は、1,092,357千円（前期比868.2％増）となりました。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社は既に開発済である製品の販売を行っており、受注から売上計上までの期間が短いため、生産実績及び受注

実績は販売実績とほぼ一致しております。従いまして、生産実績につきましては記載を省略しております。 

  

(2）受注状況 

 生産実績と同様の理由により記載を省略しております。 

  

(3）販売実績 

 当事業年度における販売実績を区分別に示すと、次のとおりであります。 

○部門別売上の内訳 

 
（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

○国内・海外事業別売上の内訳 

 
（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 最近２事業年度の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりでありま

す。 

 
（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．ソフトバンクＢＢ株式会社につきましては当事業年度において主要取引先に該当しないため記載を省略して

おります。 

  

区分
前事業年度

（自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日）

当事業年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

前年同期比
（％）

製品（千円） 490,242 1,061,633 116.5

サービス（千円） 174,141 164,290 △5.7

合計（千円） 664,384 1,225,924 84.5

区分
前事業年度

（自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日）

当事業年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

前年同期比
（％）

国内（千円） 583,565 1,134,513 94.4

海外（千円） 80,819 91,410 13.1

合計（千円） 664,384 1,225,924 84.5

区分
前事業年度

（自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日）

前事業年度
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

ソフトバンクＢＢ株式会社 122,455 21.1 － －

プラネックスコミュニケーションズ㈱ － － 326,117 26.6

合計（千円） 122,455 21.1 326,117 26.6



３【対処すべき課題】 

近年におけるサーバやパソコンの低価格化、ならびにADSLや光ファイバー網の飛躍的な普及に伴い、サーバ、パソ

コンに対する需要は依然として大きく成長を続けておりますが、そのような中にあってマイクロソフト社が圧倒的な

シェアを誇って来たＯＳ市場に変化が生じつつあります。従来は新奇さゆえのオープンソースに対する注目は、今で

は既にビジネスとして定着しており、リナックスについても、サーバを中心としてますますその領域を拡大し続けて

おります。当社は、世界でも数少ないリナックスＯＳベンダとしての立場を活かすことにより、顧客のニーズを他に

先駆けて捉え、ＯＳベンダであるが故の製品・サービスを開発・提供することによりオープンソースの普及に努めて

いきたいと考えております。そのための方策として次の事項を対処すべき課題として認識しております。 

  

ａ．マーケティング力の強化 

 拡大を続けておりますLinux市場の中で確固たる地位を確立するために、開発面においては、ハードウェアベンダ

ならびにソフトウェアベンダの要求する機能・品質水準や製品開発スケジュールを超えていく必要があります。ま

た、販売面においては、顧客の拡大を図るために様々な流通チャネルとの協業を進めていく必要があります。 

 これらの必要性を満たすためには、マーケティング力の強化が必要であると認識しており、そのスキルの向上な

らびに人材の確保は非常に重要であると考えております。 

 なお、このための方策として、マーケティング本部を新設し、本部長級の人材を採用いたしました。 

  

ｂ．新しい製品・サービスの展開 

 当社は、LinuxＯＳ製品の販売並びにそれに付随するサポート、教育、コンサルティング等のサービスを提供して

おります。 

 今後の事業の方向性としては、収益源泉の拡大を図るべく、ＯＳとハードウェアが近接する領域である「組込

み」や、アプリケーションと近接する領域へとラインナップを拡大していきたいと考えております。 

 なお、ラインナップの拡大に当たっては、ＯＳベンダであることの強みを活かすことにより、他のソフトウェア

開発企業との差別化を図りたいと考えております。 

 なお、このための方策として、金融機関向けソリューション、IP-PBX（※）ソフトウェアに関する事業をすすめ

ております。 

  

用語解説 

［IP-PBX］アナログの音声信号とIPパケットの変換機能を持ったPBX（Private Branch eXchange：構内電話交換機）。 

  

ｃ．海外事業の展開 

 Linux市場については、日本における拡大に比べ、アジア各国における拡大の方がより一層顕著となっておりま

す。当社といたしましては、従来、その需要に応えるためグローバルなハードウェアベンダとのＯＥＭ契約や現地

企業との販売代理店契約をすすめて参りました。特に、市場規模が大きい中国においては、現地政府系資本との合

弁会社として Turbolinux China Co.,Ltd.（中国北京市、当社出資比率49.0％）を設立し、積極的に事業を展開し

て参りました。 

 当社は上記ｂ．において課題としている製品ラインナップの拡大と同時に、地理的な拡大も重要であると考えて

おり、アジア市場、殊にインド、東南アジアにおける確固たる地位の確立が重要であると考えております。 

 なお、このための方策として、平成18年２月７日開催の取締役会でインドにおける子会社の設立を決議いたしま

した。 

  

ｄ．サポート力の強化 

 ＯＳはＩＴを支える基盤インフラであり、ＯＳベンダには製品の堅牢性を長期にわたって維持することが求めら

れております。また、ハードウエアの飛躍的な進歩にともない、ＯＳに要求される機能も増加の一途を辿っており

ます。 

 当社といたしましては、量的にもまた質的にも高まる顧客ニーズに応えるため、更なるサポートインフラの整備

が必要であると考えており、これにより顧客満足を高め、収益の拡大につなげていきたいと考えております。 

 なお、前項で言及しましたインドにおける子会社の設立につきましては、この方策の一環でもあり、サポートの

拠点として考えております。 

  



ｅ．ブランドの確立 

 当社は、LinuxＯＳを提供するに当たって、顧客に対して安価で安全、便利なＯＳの提供を意図しており、その意

義を広く認知せしめることを通じて収益も向上すると認識しており、その中でも「ターボリナックス」のブランド

イメージを高めることは非常に重要であると認識しております。しかしながら、ブランドの構築は一朝一夕で果た

せるものではありません。当社といたしましては、当事業年度に果たしました株式公開を機に、信用力の強化や知

名度の向上を一層推し進め、パブリシティを強化し、ブランドの確立に努めていきたいと考えております。 

  

４【事業等のリスク】 

当社の事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項

を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資家に対する積極的な

情報開示の観点から、以下に開示しております。なお、当社は、これらのリスクを認識した上で、事態の発生の回避

及び発生した場合の対応に努める所存です。 

 本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日（平成18年３月28

日）現在において当社が判断したものです。 

  

(1）オープンソース特有の問題  

①開発・改良 

 当社の事業はリナックスを中心に展開されております。リナックスの大きな特徴としてはオープンソースＯＳ

であるということであります。オープンソースに関連した市場は近年大きく成長を遂げており、これと付随して

当社の事業内容も順次拡大してまいりました。しかしながら、オープンソースが今後も市場のニーズに適切に対

応し、評価を獲得し続ける保証はありません。従いまして、当社の今後の事業継続性並びに成長性は、オープン

ソースの普及、利用、供給の状況といった不確定な要因の影響を受ける可能性があります。 

 オープンソース技術の開発は、世界中に散在するエンジニアが参加する独自のコミュニティが大きな役割を担

っており、当社自身がこの開発をコントロールすることが不可能であると同時に、コミュニティにおいて適時に

開発、改良が行われる保証はありません。また、オープンソース・コミュニティとの間で良好な関係を継続出来

る保証はありません。  

  

②オープンソースＯＳに対応するアプリケーション・ソフトウェアの必要性 

 オープンソースＯＳの普及に当っては、アプリケーション・ソフトウェアの充実が大きな影響を及ぼします。

しかしながら、現在広く普及しているマイクロソフト・オフィス、アドビ・フォトショップ等の商用アプリケー

ション・ソフトウェアの多くがオープンソースＯＳに対応しておりません。従いまして、当社の今後の事業継続

性並びに成長性は、オープンソースＯＳに対応する商用アプリケーション・ソフトウェアの普及、利用、供給の

状況といった不確定な要因の影響を受ける可能性があります。 

  

(2）競合等により収益が圧迫される可能性  

 当社は、ソースコードが常に無償で入手可能で、コピーや再配布が出来るリナックスカーネルを用いて製品開発

を行っております。ユーザが便利で安心して利用できるための技術革新と、コスト管理を両立させた製品を提供

し、その優位性を強化し、高収益体質の実現を目指しておりますが、競合他社の製品強化、販売価格の引き下げ等

の行動が市場の競争状態を高め、当社製品のマーケットシェアの低下等、当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

(3）海外生産について 

 当社は、製品の開発、製造は主として国内で行っておりますが、中国市場向け製品につきましては現地における

関連会社であるTurbolinux China Co.,Ltd.にてカスタマイズを行っております。従いまして、何らかの理由で製品

のカスタマイズが滞ることがあれば、中国市場における製品、サービスの提供を十分に行うことが出来ず、業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4）システムトラブルの可能性について 

 当社は、製品開発ならびに営業活動におきまして、コンピュータシステム及びそのネットワークに多くを依存し

ております。そのため、セキュリティの強化をはじめ、データのバックアップ体制の構築、データ量やアクセス数



増加に応じたハードウェアの増強等、システムトラブル対策を講じております。しかしながら、これらの対策にも

係らず、人為的過誤、自然災害等によりシステムトラブルが発生した場合には、当社に直接損害が生じる他、当社

が提供するサービスの低下を招くなどの影響を及ぼす可能性があります。  

  

(5）個人情報の取扱い及び個人情報保護法に関するリスク 

 当社は、オペレーティング・システムを中心とした法人・個人顧客に対する商品・サービスの提供を基幹事業と

しており、ユーザ登録やTurbo-CE（※）の認定登録、TurboLINKSパートナープログラム（※）への登録などを通じ

て、氏名、住所、メールアドレス、電話番号等の個人情報の登録を求めております。これらの個人情報は、当社の

データベースにて処理・管理しております。こうした個人情報の取扱いに関して、当社では、個人情報の取扱いに

係る社内規程の整備、定期的な研修の実施、及びシステムのセキュリティ強化などを推進し、情報管理の強化とそ

の取扱いに十分な注意を払っておりますが、外部からの不正アクセスや犯罪行為などの不測事態により個人情報が

外部に漏洩した場合、損害賠償請求や社会的信用の失墜等により、当社の業績及び財務状況が影響を受ける可能性

があります。 

  

用語解説 

［Turbo-CE］当社が実施しているリナックスエンジニアのための資格制度及び支援プログラム。急拡大を続ける国内

リナックスビジネス市場へのエンジニアの早期拡充を目的としている。 

［TurboLINKSパートナープログラム］リナックスにユニークな付加価値をつけてビジネスを展開する企業等を、当社

がバックアップするプログラム。 

  

(6）海外市場への進出に伴う潜在的なリスクについて 

 当社は、アジア地域を中心とした海外への積極的な事業展開を図っております。アジア経済の伸張は目覚しく、

サーバや企業向け、個人向けパソコンに対する需要も大きな伸びを示しております。当社は、アジア各国での需要

は中長期的に拡大を続けるものと考えておりますが、政治的、経済的な混乱により一時的な経済の混乱や停滞が生

じる可能性もあります。このような場合には、当社製品の需要が減少し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 また、当社が海外での事業展開を図るに当って、進出先の国及び地域における、予期出来ない法律又は規制の変

更、為替相場の著しい変動、政治的、経済的な諸要因により、当社の業績が影響を受ける可能性があります。 

 なお当社は、平成18年２月７日開催の取締役会において、インドにおける子会社の設立を取締役会において決議

しております。 

  

(7）配当及び役員賞与の支給を実施していないことについて 

 当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しておりますが、平成17年12月期までは配当を実施して

おりません。今後は永続的な利益成長を目指すとともに、成長に応じた株主への利益還元を旨とし、企業体質の強

化を図り、積極的な事業展開に備える内部留保を勘案して配当政策を決定していく方針であります。 

 また、当社は平成16年12月期、平成17年12月期ともに利益処分による役員賞与を実施しておりませんが、今後は

株主利益を充分に考慮し、株主総会の承認を得て役員賞与の支給を実施することがあります。 

  

(8）重要な訴訟等におけるリスク 

 当社は、国内外の活動に関して、訴訟、紛争、その他の法的手続きの対象となる恐れがあります。平成17年６月

末時点において当社の事業に重大な影響を及ぼす訴訟等は提起されておりません。訴訟等のリスクを回避するため

に、契約書等においては国内・海外の弁護士を活用しておりますが、将来において、知的所有権や特許の侵害な

ど、重要な訴訟が提起された場合には、当社の経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。  

  

(9）人材の確保について 

 当社の事業継続、技術革新への対応として、高度な開発従事者の維持・確保が不可欠であります。また事業展開

を支えるため、営業や内部管理の人材も充実させる必要があります。当社の代表取締役社長である矢野広一、取締

役技術統括である谷口剛は特に当社の事業推進及び経営の安定に重要な役割を担っております。従って、何らかの

理由により両名が当社取締役を退任した場合、当社の今後の事業に重大な影響を及ぼす可能性があります。このた

め、当社では今後とも積極的に優秀な人材の確保を進めて行く所存であります。しかしながら、人材の確保及び社



内人材の教育が計画通り進まない場合には、当社の事業に支障を来す可能性があります。  

  

(10)親会社との関係について  

①親会社グループにおける位置づけについて 

 当社は平成16年５月に㈱ライブドアの子会社となりました。 

 ㈱ライブドアグループは、平成17年９月期末において子会社44社及び関連会社５社より構成されており、イー

ファイナンス事業、ソフトウェア事業、イーコマース事業、ネットメディア事業、ネットワークソリューション

事業、モバイルソリューション事業、コンサルティング事業、その他事業を営んでおります。 

 当社の事業は、㈱ライブドアグループのネットワークソリューション事業に位置付けられますが、グループ内

において競合状態は生じておりません。  

  

②親会社との取引関係について 

 平成17年12月期において、㈱ライブドアとの間で当社製品の販売等の取引がありますが、その取引条件につい

ては、市場価格等を勘案した一般的取引条件と同様に決定しております。 

 取引の詳細については「第５経理の状況 ２財務諸表等 (1）財務諸表 注記事項 関連当事者との取引」を

参照して下さい。 

  

③親会社との人的関係について 

 当社はグループ内の効率的な経営を目的として、㈱ライブドアより平松庚三を非常勤の取締役として受け入れ

ております。詳細につきましては、「第４提出会社の状況 ５役員の状況」を参照して下さい。 

 当社と親会社である㈱ライブドアとは上記の通りの関係を有しておりますが、いずれも当社の事業上の独立性

を損なうものではありません。㈱ライブドアはグループ内部におけるシナジー効果を追求する中で、当社の独立

性を最大限尊重しております。今後においても当社と㈱ライブドアとの関係は友好的に推移するものと当社は判

断しておりますが、㈱ライブドアの事業展開の方針の変更によっては、当社の事業展開に影響を及ぼす可能性が

あります。 

  

④親会社の上場廃止ならびに同社元代表取締役等の逮捕について 

 当社の親会社である株式会社ライブドアにつきましては、平成18年３月13日に証券取引法違反の嫌疑で告発さ

れ、東京証券取引所が平成18年４月14日付での上場廃止を決定しております。 

 また、同社の元代表取締役堀江貴文他４名が平成18年３月14日に証券取引法違反の容疑で東京地方検察庁に起

訴されました。 

 本事件の推移によっては、当社の業績が影響を受ける可能性があります。 

  

(11)ストックオプションの行使など、株式の希薄化について 

 当社は、当社の役員ならびに従業員に対して新株予約権によるストックオプションの付与及び発行に関する株主

総会決議を行いました。それらの権利が行使された場合、当社の株式価値の希薄化や需給バランスへの影響をもた

らし、当社の株価形成に影響を与える可能性があります。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

 
  

６【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

会社名 契約品目 契約内容 契約期間

Microsoft Corporation 

（米国）
ウィンドウズメディアプレーヤー

ウィンドウズメディアプレーヤー
のソースコード開示書

平成16年１月１日～ 
平成29年12月31日

Sun Microsystems,Inc. 

（米国）
オフィスソフト Starsuite のライセンスOEM契約

平成14年５月９日～ 
平成15年５月８日 
（以後１年毎の自動更新）

㈱ジャストシステム 日本語入力ソフト
日本語入力ソフトATOKのライセン
スOEM契約

平成11年７月１日～ 
平成12年６月30日 
（以後１年毎の自動更新）

㈱リコー フォント 漢字書体等のライセンスOEM契約
平成13年９月３日～ 
平成18年９月２日 
（以後１年毎の自動更新）

RealNetworks,Inc. 

（米国）
リアルプレーヤー

RealPlayer for Linuxのライセン
スOEM契約

平成16年５月28日～ 
平成19年５月27日

サイバーリンク㈱ DVDプレーヤー
PowerDVD for Linuxのライセンス
OEM契約

平成16年４月15日～ 
平成17年４月14日 
（以後１年毎の自動更新）

富士ソフトＡＢＣ㈱ ハガキ作成ソフト
筆ぐるめ for Turbolinuxのライセ
ンスOEM契約

平成16年７月２日～ 
平成17年９月30日 
（以後１年毎の自動更新）



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

 当事業年度末における流動資産は1,651,134千円（前期末比1,380,797千円増）となりました。増加の主要因は、

有価証券が増加したことであります。これは平成17年９月15日に大阪証券取引所ヘラクレスに上場するに当たって

行った公募増資920,000千円のうち599,975千円を安全性の高い有価証券で運用していたことによるものでありま

す。 

 固定資産は159,336千円（前期末比43,759千円減）となりました。減少の主要因は、営業権の特別償却によるもの

であります。 

 繰延資産は2,993千円（前期末比1,575千円増）となりました。増加の主要因は、平成17年９月に実施した公募増

資について、新株発行費を繰延資産として計上したことによるものであります。 

 以上により資産合計は1,813,464千円（前期末比1,338,612千円増）となりました。 

 負債合計は432,781千円（前期末比243,302千円増）となりました。増加の主要因は、50,000千円の短期借入金の

返済があったものの、売上高の増加に伴い買掛金が335,314千円（前期末比283,384千円増）となったことによるも

のであります。 

  

(2）経営成績の分析 

 当事業年度における売上高は1,225,924千円（前期比84.5％増）となりました。これは、サーバ製品としては、当

社の主力製品である Turbolinux 10 Server が好調であった他、前事業年度に引き続き Turbolinux Appliance 

Server 1.0 が収益面で寄与したことによるものであります。また、デスクトップ製品としては、新製品である 

Turbolinux FUJI の市場投入に加え、ソースネクスト株式会社（東京都港区）等との提携による販路拡大、並びに

独自ＯＳを組み込んだオリジナルパソコンの販売が好調であったことなどによるものであります。 

 売上原価につきましては、売上原価率が前期の30.1％から今期は46.9％となっております。これは、前期につい

ては粗利益率の高い Turbolinux Appliance Server 1.0 の販売が好調であったことによるものであり、当期につい

てはハードウェア組込み型製品の販売の増加によるものであります。また、販売費及び一般管理費につきまして

は、各種経費の見直しとともに、社内における事前の経費申請や稟議制度の徹底を継続しており、前期比7.2％増の

461,753千円に留まっております。これらにより営業利益につきましては、188,915千円（前期比464.8％増）となり

ました。 

 経常利益につきましては、平成17年９月15日に大阪証券取引所ヘラクレスに上場したことによる上場準備費用

15,010千円等があり、174,349千円（前期比522.1％増）となりました。 

 当期純利益につきましては、特別利益として過年度債務取崩益17,596千円がありましたが、一方で特別損失とし

て営業権償却15,833千円を計上したことにより、175,310千円（前期比242.1％増）となりました。  

  

(3）資本の財源および資金の流動性についての分析 

 当事業年度末における現金及び現金同等物は、1,092,357千円（前期比868.2％増）となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は164,826千円（前期比335.5％増）となりましたが、その主要因は、税引前当

期純利益175,571千円の計上によるものであります。その他、売上債権の増加として△319,888千円、仕入債務

の増加として283,384千円が計上されておりますが、これは当社の事業の拡大により売掛金、買掛金が増加した

ことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は37,909千円となりましたが、その主要因は無形固定資産の取得△37,957千円

（前期比46.2％増）によるものであります。 

 この無形固定資産については主として販売用ソフトウェアに係るものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は851,562千円（前期比2,349.0％増）となりましたが、その主要因は、大阪証

券取引所ヘラクレスへの上場に伴う公募増資によるものであり、株式の発行による収入は901,562千円となりま



した。また、当該資金のうち50,000千円を当初の資金計画に基づき関係会社短期借入金の返済に充当しており

ます。 

  



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度おける重要な設備投資並びに重要な設備の除却及び売却等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は以下のとおりであります。 

平成17年12月31日現在 

 
（注） １．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．現在休止中の主要な設備はありません。 

３．ソフトウェアの金額には、販売用ソフトウェアは含まれておりません。 

４．上記の他、主要な賃貸設備として以下のものがあります。 

 
５．六本木オフィスについては、平成18年２月をもって閉鎖し、本社を増床の上、統合いたしました。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 
（注） １．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．完成後の増加能力については、把握が困難であるため記載を省略しております。 

  

(2）重要な設備の除却等 

 平成18年２月に六本木オフィスを閉鎖し、本社を増床の上、統合いたしましたが、これに伴う除却損等の金額の

影響は軽微であります。 

 その他、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（名）

建物附属設備 工具器具備品 ソフトウェア 合計

本社 

（東京都渋谷区）

事務所設備及

びサーバ等
18,809 3,146 90 21,890 21

六本木オフィス 

（東京都港区）
事務所設備等 281 1,255 － 1,536 12

事業所名 
（所在地）

設備の内容
年間賃借料
（千円）

本社 

（東京都渋谷区）
建物 25,980

六本木オフィス 

（東京都港区）
建物 11,583

事業所名 

(所在地)
設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定
完成後の 

増加能力総額 

（千円）

既支払額 

（千円）

本社 

（東京都渋谷区）

サーバ等ネットワーク機器関

連、ネットワーク設備の敷設
50,000 － 自己資金 平成17年８月 平成18年12月 －

本社 

（東京都渋谷区）
社内システム関連ソフトウェア 50,000 － 自己資金 平成17年８月 平成18年12月 －

本社 

（東京都渋谷区）

サーバー等ネットワーク機器関

連、ネットワーク設備の敷設
250,000 － 自己資金 平成18年１月 平成18年12月 －

本社 

（東京都渋谷区）
アプリケーションの開発 550,000 － 自己資金 平成18年１月 平成18年12月 －



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 
（注） 平成18年３月27日開催の臨時株主総会において定款の一部変更が行われ、会社が発行する株式の総数は同日よ

り40,000株増加し、348,000株となっております。 

  

②【発行済株式】 

 
  

(2）【新株予約権等の状況】 

①商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権（ストックオプション）の状況（平

成16年５月18日臨時株主総会決議に基づく平成16年５月19日取締役会決議） 

 
（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪

失した者にかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた数であります。 

２．主な新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成16年５月18日開催の

臨時株主総会及び平成16年５月19日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締

結された「新株予約権割当契約書」に定められております。 

３．平成16年12月14日付にて株式併合（10：１）を実施しております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株）

普通株式 308,000

計 308,000

種類
事業年度末現在 
発行数（株） 

(平成17年12月31日)

提出日現在
発行数（株） 

(平成18年３月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 87,000 87,000
大阪証券取引所
（ヘラクレス）

－

計 87,000 87,000 － －

事業年度末現在
（平成17年12月31日）

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日）

新株予約権の数（個） 22,600（注）１（注）３ 22,100（注）１（注）３

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,260（注）１（注）３ 2,210（注）１（注）３

新株予約権の行使時の払込金額（円） 13,000（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年５月18日から
平成26年５月17日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   13,000
資本組入額   6,500 

（注）３
同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左



②商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権（ストックオプション）の状況（平

成16年５月18日臨時株主総会決議に基づく平成16年８月31日取締役会決議） 

 
（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪

失した者にかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた数であります。 

２．主な新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成16年５月18日開催の

臨時株主総会及び平成16年５月19日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締

結された「新株予約権割当契約書」に定められております。 

３．平成16年12月14日付にて株式併合（10：１）を実施しております。 

  

③商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権（ストックオプション）の状況（平

成16年８月30日臨時株主総会決議に基づく平成16年８月31日取締役会決議） 

 
（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪

失した者にかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた数であります。 

２．主な新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成16年８月30日開催の

臨時株主総会及び平成16年８月31日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締

結された「新株予約権割当契約書」に定められております。 

３．平成16年12月14日付にて株式併合（10：１）を実施しております。 

  

事業年度末現在
（平成17年12月31日）

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日）

新株予約権の数（個） 5,500（注）１（注）３ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 550（注）１（注）３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 13,000（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年５月18日から
平成26年５月17日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   13,000
資本組入額   6,500 

（注）３
同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左

事業年度末現在
（平成17年12月31日）

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日）

新株予約権の数（個） 77,500（注）１（注）３ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,750（注）１（注）３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 13,000（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年８月30日から
平成26年８月29日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   13,000
資本組入額   6,500 

（注）３
同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左



④商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権（ストックオプション）の状況（平

成16年８月30日臨時株主総会決議に基づく平成16年12月15日取締役会決議） 

 
（注）１．主な新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成16年８月30日開催の

臨時株主総会及び平成16年12月15日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象従業員との間で締結された

「新株予約権割当契約書」に定められております。 

２．平成16年12月14日付にて株式併合（10：１）を実施しております。 

  

⑤商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権（ストックオプション）の状況（平

成16年11月11日臨時株主総会決議に基づく平成16年12月15日取締役会決議） 

 
（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪

失した者にかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた数であります。 

２．主な新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成16年11月11日開催の

臨時株主総会及び平成16年12月15日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象従業員との間で締結された

「新株予約権割当契約書」に定められております。 

３．平成16年12月14日付にて株式併合（10：１）を実施しております。 

  

事業年度末現在
（平成17年12月31日）

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日）

新株予約権の数（個） 3,200（注）２ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 320（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 13,000（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年８月30日から
平成26年８月29日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   13,000
資本組入額   6,500 

（注）２
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）１ 同左

事業年度末現在
（平成17年12月31日）

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日）

新株予約権の数（個） 11,800（注）１（注）３ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,180（注）１（注）３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 20,000（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年11月11日から
平成26年11月10日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   20,000
資本組入額  10,000 

（注）３
同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左



⑥商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権（ストックオプション）の状況（平

成16年11月11日臨時株主総会決議に基づく平成17年１月19日取締役会決議） 

 
（注）１．主な新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成16年11月11日開催の

臨時株主総会及び平成17年１月19日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象社外協力者との間で締結され

た「新株予約権割当契約書」に定められております。 

２．平成16年12月14日付にて株式併合（10：１）を実施しております。 

  

⑦商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権（ストックオプション）の状況（平

成17年５月10日臨時株主総会決議に基づく平成17年５月10日取締役会決議） 

 
（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪

失した者にかかる新株予約権の目的となる株式の数を減じた数であります。 

２．主な新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、平成17年５月10日開催の

臨時株主総会及び平成17年５月10日開催の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、従業員及び社外協力

者との間で締結された「新株予約権割当契約書」に定められております。 

  

事業年度末現在
（平成17年12月31日）

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日）

新株予約権の数（個） 2,000（注）２ 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 200（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 20,000（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年11月11日から
平成26年11月10日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   20,000
資本組入額  10,000 

（注）２
同左

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）１ 同左

事業年度末現在
（平成17年12月31日）

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日）

新株予約権の数（個） 1,660（注）１ 1,610（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,660（注）１ 1,610（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 65,000 同左

新株予約権の行使期間
平成19年５月10日から
平成27年５月９日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   65,000
資本組入額  32,500

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
（注）１．有償株主割当増資  発行価額  15,272円 

          資本組入額 15,272円 

          割当先   Turbolinux,Inc.（米国） 

２．無償減資  繰越損失を解消するため 

３．有償株主割当増資  発行価額    500円 

          資本組入額   500円 

          割当先   株式会社ＳＲＡ 

４．有償株主割当増資  発行価額    500円 

          資本組入額   500円 

          割当先   株式会社ＳＲＡ 

５．株式併合（10：１） 

６．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格     100,000円 

引受価額     92,000円 

発行価額     76,500円 

資本組入額    38,250円 

払込金総額   920,000千円 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年５月31日 

（注）１
99,800 100,000 1,524,145 1,534,145 － －

平成14年９月18日 
（注）２

－ 100,000 △1,484,145 50,000 － －

平成14年12月６日 
（注）３

300,000 400,000 150,000 200,000 － －

平成16年３月26日 
（注）４

370,000 770,000 185,000 385,000 － －

平成16年12月14日 
（注）５

△693,000 77,000 － 385,000 － －

平成17年９月14日 
（注）６

10,000 87,000 382,500 767,500 537,500 537,500



(4）【所有者別状況】 

平成17年12月31日現在 

 
（注） 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、５株含まれております。 

  

(5）【大株主の状況】 

平成17年12月31日現在 

 
（注） 前事業年度末現在主要株主であったLinux投資事業組合は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。 

  

区分

株式の状況

端株の状況政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
（人）

－ 4 10 81 7 6 7,651 7,759 －

所有株式数 
（株）

－ 2,081 2,076 58,114 1,110 19 23,600 87,000 －

所有株式数 
の割合(％)

－ 2.4 2.4 66.8 1.3 0.0 27.1 100.0 －

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社ライブドア 東京都新宿区歌舞伎町二丁目16－９ 57,700 66.32

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜二丁目４－６ 1,808 2.07

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１－４ 829 0.95

立花証券株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目13－14 441 0.50

ザチェースマンハッタンバンク
エヌエイロンドン 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決算
業務室）

英国 
（東京都中央区日本橋兜町６－７）

400 0.45

ユービーエスエージーロンドン
アイピービークライエントアカ
ウント 
（常任代理人 シティバンク・
エヌ・エイ東京支店）

英国 
（東京都品川区東品川二丁目３－14）

362 0.41

マネックス証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目11－１ 333 0.38

高島 比呂志 兵庫県姫路市 300 0.34

カセイスバンクルクセンブルグ
クライアントアカウント 
（常任代理人 株式会社東京三
菱銀行）

ルクセンブルグ 
（東京都千代田区丸の内二丁目７－１）

176 0.20

保谷 晃 埼玉県新座市 172 0.19

計 ― 62,521 71.86



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

平成17年12月31日現在 

 
（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の株式数には、証券保管振替機構名義の失念株５株が含まれております。 

２．「完全議決権株式（その他）」欄の議決権の数には、証券保管振替機構名義の失念株（議決権５個）は含ま

れておりません。 

  

②【自己株式等】 

平成17年12月31日現在 

 
  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度の内容は以下のとおりであ

ります。 

①商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役及び従業員に対して特に有利な条件をもって新

株予約権を発行することを平成16年５月18日の臨時株主総会において特別決議された新株予約権（ストックオプ

ション） 

（平成16年５月18日臨時株主総会決議に基づく平成16年５月19日取締役会決議） 

 
（注）１．ストックオプション付与日以降に、取締役の辞任並びに従業員の退職による株式数の減少が生じているた

め、付与対象者の区分及び人数は、有価証券報告書提出日現在で残存している権利に係る付与対象者の区分

及び人数を表示しております。 

２．新株予約権の内容につきましては、「(2）新株予約権等の状況 ①」に記載しております。 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 87,000 86,995 －

端株 － － －

発行済株式総数 87,000 － －

総株主の議決権 － 86,995 －

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
（株）

他人名義
所有株式数 
（株）

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

決議年月日 平成16年５月18日

付与対象者の区分及び人数
取締役 ３名
従業員 23名（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 （注）２

株式の数 （注）２

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２

新株予約権の行使期間 （注）２

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２



  

（平成16年５月18日臨時株主総会決議に基づく平成16年８月31日取締役会決議） 

 
（注）１．ストックオプション付与日以降に、取締役の辞任並びに従業員の退職による株式数の減少が生じているた

め、付与対象者の区分及び人数は、有価証券報告書提出日現在で残存している権利に係る付与対象者の区分

及び人数を表示しております。 

２．新株予約権の内容につきましては、「(2）新株予約権等の状況 ②」に記載しております。 

  

②商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役及び従業員に対して特に有利な条件をもって新

株予約権を発行することを平成16年８月30日の臨時株主総会において特別決議された新株予約権（ストックオプ

ション） 

（平成16年８月30日臨時株主総会決議に基づく平成16年８月31日取締役会決議） 

 
（注）１．ストックオプション付与日以降に、取締役の辞任並びに従業員の退職による株式数の減少が生じているた

め、付与対象者の区分及び人数は、有価証券報告書提出日現在で残存している権利に係る付与対象者の区分

及び人数を表示しております。 

２．新株予約権の内容につきましては、「(2）新株予約権等の状況 ③」に記載しております。 

  

決議年月日 平成16年５月18日

付与対象者の区分及び人数 取締役 ３名 （注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 （注）２

株式の数 （注）２

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２

新株予約権の行使期間 （注）２

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２

決議年月日 平成16年８月30日

付与対象者の区分及び人数 取締役 ３名 （注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 （注）２

株式の数 （注）２

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２

新株予約権の行使期間 （注）２

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２



（平成16年８月30日臨時株主総会決議に基づく平成16年12月15日取締役会決議） 

 
（注） 新株予約権の内容につきましては、「(2）新株予約権等の状況 ④」に記載しております。 

  

③商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役及び従業員に対して特に有利な条件をもって新

株予約権を発行することを平成16年11月11日の臨時株主総会において特別決議された新株予約権（ストックオプ

ション） 

（平成16年11月11日臨時株主総会決議に基づく平成16年12月15日取締役会決議） 

 
（注）１．ストックオプション付与日以降に、従業員の退職による株式数の減少が生じているため、付与対象者の区分

及び人数は、有価証券報告書提出日現在で残存している権利に係る付与対象者の区分及び人数を表示してお

ります。 

２．新株予約権の内容につきましては、「(2）新株予約権等の状況 ⑤」に記載しております。 

  

決議年月日 平成16年８月30日

付与対象者の区分及び人数 従業員 ２名

新株予約権の目的となる株式の種類 （注）

株式の数 （注）

新株予約権の行使時の払込金額 （注）

新株予約権の行使期間 （注）

新株予約権の行使の条件 （注）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）

決議年月日 平成16年11月11日

付与対象者の区分及び人数 従業員 ２名 （注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 （注）２

株式の数 （注）２

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２

新株予約権の行使期間 （注）２

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２



（平成16年11月11日臨時株主総会決議に基づく平成17年１月19日取締役会決議） 

 
（注） 新株予約権の内容につきましては、「(2）新株予約権等の状況 ⑥」に記載しております。 

  

④商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役及び従業員に対して特に有利な条件をもって新

株予約権を発行することを平成17年５月10日の臨時株主総会において特別決議された新株予約権（ストックオプ

ション） 

（平成17年５月10日臨時株主総会決議に基づく平成17年５月10日取締役会決議） 

 
（注）１．ストックオプション付与日以降に、従業員の退職による株式数の減少並びに社外協力者が当社従業員となっ

たことにより付与対象者の区分に異動が生じているため、付与対象者の区分及び人数は、有価証券報告書提

出日現在で残存している権利に係る付与対象者の区分及び人数を表示しております。 

２．新株予約権の内容につきましては、「(2）新株予約権等の状況 ⑦」に記載しております。 

  

決議年月日 平成16年11月11日

付与対象者の区分及び人数 社外協力者１名

新株予約権の目的となる株式の種類 （注）

株式の数 （注）

新株予約権の行使時の払込金額 （注）

新株予約権の行使期間 （注）

新株予約権の行使の条件 （注）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）

決議年月日 平成17年５月10日

付与対象者の区分及び人数
取締役   １名
従業員   24名 （注）１ 
社外協力者 ２名

新株予約権の目的となる株式の種類 （注）２

株式の数 （注）２

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２

新株予約権の行使期間 （注）２

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

 当社は、当事業年度において未処理損失の解消を果たしましたが、経営体質の強化と今後の事業展開に備えるた

め、当期の配当につきましては見送らせて頂きます。 

 当社は、株主に関する利益還元を重要な経営課題として認識しており、今後につきましては、 各期の利益状況及び

将来の事業計画に備えるための内部留保を勘案しながら、業績に連動した成果配分を行ってまいります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 
（注）１．最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおける株価を記載しております。 

２．当社は、平成17年９月15日に大阪証券取引所ヘラクレスに上場いたしましたので、第11期以前の株価につき

ましては該当事項はありません。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 
（注）１．最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおける株価を記載しております。 

２．当社は、平成17年９月15日に大阪証券取引所ヘラクレスに上場いたしましたので、それ以前の株価につきま

しては該当事項はありません。 

  

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

最高（円） － － － － 628,000

最低（円） － － － － 257,000

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） － － 628,000 385,000 347,000 410,000

最低（円） － － 273,000 296,000 298,000 257,000



５ 【役員の状況】 

 
（注）１．監査役鈴木秀亮、牧辰人及び延原清一は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項

に定める社外監査役であります。 

２．取締役平松庚三は、商法第188条２項第７号ノ２に定める取締役であります。 

３．平成15年４月９日付法務省民商第1079号で認められた補欠監査役制度について、平成18年３月27日開催の定

時株主総会で同制度の設置について定款変更が承認可決され、同総会において監査役補欠者として神谷朱美

が選任されております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

代表取締役 
社長 
兼ＣＥＯ

営業本部長 矢野 広一 昭和37年１月18日生

昭和60年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社

平成６年２月 日本オラクル㈱入社

平成12年６月 ミラクルリナックス㈱代表取締役社

長

平成12年10月 当社代表取締役社長

平成18年３月 当社代表取締役社長兼ＣＥＯ（現

任）

－

取締役 
技術統括 
兼ＣＴＯ

技術本部長 谷口 剛 昭和38年３月24日生

平成５年５月 ㈱アークブレイン入社

平成12年３月 当社入社

平成15年６月 当社取締役

平成17年３月 当社代表取締役技術統括

平成18年３月 当社取締役技術統括兼ＣＴＯ（現

任）

－

取締役 
財務統括 
兼ＣＦＯ

経営企画管理
本部長

岡田 光信 昭和48年３月27日生

平成９年４月 大蔵省（現財務省）入省

平成13年７月 マッキンゼー・アンド・カンパニー

社入社

平成16年８月 当社取締役

平成17年３月 当社代表取締役財務統括

平成18年３月 当社取締役財務統括兼ＣＦＯ（現

任）

－

取締役 － 平松 庚三 昭和21年１月６日生

平成12年11月 インテュイット㈱（現弥生㈱）代表

取締役社長（現任）

昭和17年３月 ㈱ライブドア執行役員上級副社長

平成18年１月 同社執行役員社長（現任）

平成18年３月 当社取締役

－

監査役 

（常勤）
－ 鈴木 秀亮 昭和12年５月28日生

平成６年２月 代々木警察署副署長

平成７年９月 生活安全部理事官大森少年補導所長

平成８年10月 ニッセイ同和損害保険㈱顧問

平成16年12月 当社監査役

平成18年３月 当社常勤監査役（現任）

－

監査役 － 牧 辰人 昭和47年９月14日生 

平成９年４月 朝日監査法人（現あずさ監査法人）

入所

平成17年９月 公認会計士牧事務所開設（現在に至

る）

平成17年９月 ㈱オーリッド取締役（現任）

平成18年３月 当社監査役

－

監査役 － 延原 清一 昭和28年２月21日生 

昭和56年10月 ㈱アイ・エス・エイ入社

昭和63年５月 ㈱アイ・ビー・ティ設立、取締役

平成２年５月 同社代表取締役

平成11年11月 ㈱エルミックシステム取締役（現

任）

平成14年12月 武漢大学客員教授（現任）

平成17年３月 中国瀋陽市ＩＴ産業経済貿易顧問

（現任）

平成18年３月 当社監査役

－

計 －



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 当社は、企業価値の最大化を目指した、経営における透明性の確保、コンプライアンス遵守の経営、効率的な経

営の推進等を通じてのコーポレート・ガバナンスの強化が経営上の重要な課題であると認識しております。 

  

（会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等） 

①取締役会の開催状況 

 取締役会は、毎月１回定例で開催しております。また、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締

役会においては、経営の基本方針、法令や定款で定められた事項、経営に関する重要な事項の決定を行っており

ます。 

  

②内部統制システムの整備の状況 

 内部統制システムにつきましては、「組織規程」、「職務権限規程」、「業務分掌規程」等に基づき、業務内

容別に権限と責任の標準化を行うと同時に、各部門の職務権限を明確にし、指揮系統を明らかにするとともに、

相互牽制が機能する内部体制の構築を図っております。また、適法性確保の観点から、顧問弁護士等による専門

的見地からの助言を積極的に受け入れております。 

  

③監査役監査の状況 

 当社は、監査役制度を採用しております。当社の監査役２名ともに社外監査役であります。各監査役は原則と

して取締役会に出席し、随時意見を述べる他、取締役会以外の重要な会議体に出席し、稟議書等の重要な情報を

随時閲覧し、適正な監査体制を構築しております。 

 今定時株主総会において新たな社外監査役の選任がなされ、当社の監査役は１名増員となりました。今後は監

査役会が発足し、監査役による監査機能の強化がなされます。また、これまで以上に監査役と監査法人との連絡

を密にし、コーポレート・ガバナンス及びコンプライアンス機能を強化してまいります。 

  

④内部監査の状況 

 経営企画管理本部の経営企画グループを主体に、全部門を対象とした内部監査を定期的に実施しております。

なお、監査役の行う監査と、この内部監査とは密接な連携をとっており、監査役は内部監査の状況を監視するこ

とが可能となっております。 

  

⑤会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係、又は取引関係 

 当社の社外取締役平松庚三は株式会社ライブドアの執行役員社長を兼任しております。当社は、同社との間に

取引関係がありますが、その詳細につきましては、「第５経理の状況 ２財務諸表等 (1）財務諸表 注記事項 

関連当事者との取引」に記載しております。 

  

⑥役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役に対する報酬は34,400千円であり、監査役に対する報酬は3,930千円でありま

す。なお、利益処分による役員賞与はありません。 

  

⑦会計監査の状況 

 当社は、港陽監査法人との間で証券取引法監査について、監査契約を締結しております。 

○業務を執行した公認会計士 

 代表社員 業務執行社員 田中慎一、代表社員 業務執行社員 玉置良光 

○会計監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士 ２名、会計士補 ５名 

○監査報酬 

 当社が港陽監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る監査報酬は5,250千円であり、その他の報酬は

ありません。 



第５【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年１月１日から平成16年12月31日まで）及び

当事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の財務諸表について、港陽監査法人の監査を受けており

ます。 

  

３ 連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 
  

前事業年度
（平成16年12月31日）

当事業年度 
（平成17年12月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 112,820 492,382

 ２ 売掛金 ※１ 137,651 457,539

 ３ 有価証券 － 599,975

 ４ 商品 － 25,166

 ５ 製品 7,182 7,934

 ６ 材料 9,779 55,592

 ７ 仕掛品 2,509 4,165

 ８ 前渡金 39 －

 ９ 前払費用 3,352 5,841

 10 その他 2,754 2,966

   貸倒引当金 △5,752 △431

   流動資産合計 270,337 56.9 1,651,134 91.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1）建物附属設備 42,417 42,417

    減価償却累計額 △20,167 22,250 △23,327 19,090

  (2）工具器具備品 47,025 45,782

    減価償却累計額 △40,290 6,735 △41,380 4,402

   有形固定資産合計 28,986 6.1 23,493 1.3

 ２ 無形固定資産

  (1）営業権 25,833 －

  (2）商標権 57,099 49,568

  (3）ソフトウェア 49,157 42,102

  (4）その他 240 2,392

   無形固定資産合計 132,329 27.9 94,063 5.2

 ３ 投資その他の資産

  (1）関係会社株式 25,000 25,000

  (2）差入保証金 16,780 16,780

   投資その他の資産合計 41,780 8.8 41,780 2.3

   固定資産合計 203,096 42.8 159,336 8.8

Ⅲ 繰延資産

 １ 新株発行費 1,418 2,993

  繰延資産合計 1,418 0.3 2,993 0.2

  資産合計 474,851 100.0 1,813,464 100.0



前事業年度
（平成16年12月31日）

当事業年度 
（平成17年12月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※１ 51,930 335,314

 ２ 関係会社短期借入金 50,000 －

 ３ 未払費用 ※１ 37,839 45,881

 ４ 未払法人税等 316 5,293

 ５ 未払消費税等 5,825 10,564

 ６ 前受金 40,002 30,866

 ７ 預り金 2,884 4,862

 ８ その他 680 －

   流動負債合計 189,478 39.9 432,781 23.9

   負債合計 189,478 39.9 432,781 23.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 385,000 81.1 767,500 42.3

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 － 537,500

   資本剰余金合計 － － 537,500 29.6

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益又は 
   当期未処理損失（△）

△99,626 75,683

   利益剰余金合計 △99,626 △21.0 75,683 4.2

   資本合計 285,373 60.1 1,380,683 76.1

   負債及び資本合計 474,851 100.0 1,813,464 100.0



②【損益計算書】 

 
  

前事業年度
（自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日）

当事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 664,384 100.0 1,225,924 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首製品棚卸高 3,638 7,182

 ２ 当期商品仕入高 － 25,166

 ３ 当期製品製造原価 97,044 469,165

 ４ ソフトウェア償却額 26,863 40,817

 ５ 支払ロイヤリティ 79,700 66,023

   合計 207,246 608,356

 ６ 期末商品及び製品棚卸高 7,182 200,064 30.1 33,101 575,254 46.9

   売上総利益 464,320 69.9 650,669 53.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 430,869 64.9 461,753 37.7

   営業利益 33,451 5.0 188,915 15.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 57 353

 ２ 為替差益 － 2,265

 ３ 貸倒引当金戻入益 157 －

 ４ 販売奨励金 － 656

 ５ その他 210 425 0.1 845 4,121 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 ※３ 1,719 1,081

 ２ 為替差損 913 －

 ３ 上場準備費用 2,500 15,010

 ４ 新株発行費償却額 709 1,851

 ５ その他 6 5,848 0.9 744 18,687 1.5

   経常利益 28,027 4.2 174,349 14.2

Ⅵ 特別利益

 １ 前期損益修正益 － 134

 ２ 貸倒引当金戻入益 － 114

 ３ 投資有価証券売却益 9,395 －

 ４ 過年度債務取崩益 35,811 45,206 6.8 17,596 17,846 1.5

Ⅶ 特別損失

 １ 前期損益修正損 － 790

 ２ 営業権償却 － 15,833

 ３ 固定資産除却損 ※２ 10,425 －

 ４ 関係会社出資金評価損 6,130 －

 ５ 事務所移転費用 5,113 21,668 3.3 － 16,623 1.4

  税引前当期純利益 51,565 7.8 175,571 14.3

  法人税、住民税及び事業税 316 0.1 261 0.0

  当期純利益 51,248 7.7 175,310 14.3

  前期繰越損失 150,875 99,626

  当期未処分利益又は 
  当期未処理損失（△）

△99,626 75,683



製造原価明細書 

 
  

（注） 

 
  

前事業年度
（自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日）

当事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比 
（％）

Ⅰ 材料費 53,394 35.4 415,120 81.6

Ⅱ 労務費 41,905 27.8 41,176 8.1

Ⅳ 経費 ※２ 55,587 36.8 52,481 10.3

  当期総製造費用 150,887 100.0 508,779 100.0

  期首仕掛品たな卸高 1,925 2,509

合計 152,812 511,289

  期末仕掛品たな卸高 2,509 4,165

  他勘定振替高 ※３ 53,258 37,957

  当期製品製造原価 97,044 469,165

前事業年度
（自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日）

当事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

 １ 当社の原価計算は個別原価計算を採用しておりま

す。

※２ 経費の主な内訳は次のとおりであります。

業務委託費          43,236千円

賃借料             7,455千円

減価償却費           1,662千円

 １ 当社の原価計算は個別原価計算を採用しておりま

す。

※２ 経費の主な内訳は次のとおりであります。

業務委託費          42,252千円

賃借料             5,974千円

減価償却費            884千円

 

※３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

ソフトウェア 53,258千円

 計 53,258千円

※３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

ソフトウェア 35,804千円

ソフトウェア仮勘定 2,152千円

計 37,957千円



③【キャッシュ・フロー計算書】 

前事業年度
（自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日）

当事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前当期純利益 51,565 175,571

   減価償却費 56,633 65,961

   営業権償却 － 15,833

   貸倒引当金の増減額（減少：△） △43 △5,320

   受取利息 △57 △353

   為替差損益（益：△） 496 △1,058

   支払利息 1,719 1,081

   新株発行費償却額 709 1,851

   投資有価証券売却益 △9,395 －

   関係会社出資金評価損 6,130 －

   有形固定資産除却損 10,425 －

   上場準備費用 － 15,010

   売上債権の増減額（増加：△） 35,415 △319,888

   たな卸資産の増減額（増加：△） △7,120 △73,388

   前渡金の増減額（増加：△） 83 39

   前払費用の増減額（増加：△） 2,301 △2,489

   未収入金の増減額（増加：△） 43,943 －

   仕入債務の増減額（減少：△） △32,930 283,384

   未払費用の増減額（減少：△） △112,335 9,108

   前受金の増減額（減少：△） △5,621 △9,135

   預り金の増減額（減少：△） △1,857 1,978

   未払消費税等の増減額（減少：△） 1,727 4,738

   その他 △2,121 3,838

    小計 39,669 166,762

   利息の受取額 57 353

   利息の支払額 △1,591 △2,001

   法人税等の支払額 △290 △288

   営業活動によるキャッシュ・フロー 37,846 164,826

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △2,898 △232

   有形固定資産の売却による収入 － 160

   無形固定資産の取得による支出 △53,258 △37,957

   投資有価証券の売却による収入 13,130 －

   保証金の回収による収入 17,220 －

   その他 △120 120

   投資活動によるキャッシュ・フロー △25,926 △37,909

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額（減少：△） △148,100 △50,000

   株式の発行による収入 182,872 901,562

   財務活動によるキャッシュ・フロー 34,772 851,562

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △496 1,058

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 46,195 979,537

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 66,624 112,820

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 112,820 1,092,357



④【利益処分計算書】 

 
  

前事業年度 当事業年度

（株主総会承認日
平成17年３月30日）

（株主総会承認日 
平成18年３月27日）

区分
注記 
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 当期未処分利益又は未処理

損失（△）
△99,626 75,683

Ⅱ 利益処分額又は損失処理額 － －

Ⅲ 次期繰越利益又は次期繰越

損失（△）
△99,626 75,683



重要な会計方針 

 
  

項目
前事業年度

（自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日）

当事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）    ――――― (1）満期保有目的債券

償却原価法（定額法）を採用して

おります。

(2）関係会社株式

 移動平均法による原価法を採用し

ております。

(2）関係会社株式

 同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）    ――――― (1）商品

 先入先出法による原価法

(2）製品

 個別法に基づく原価法

(2）製品

 同左

(3）材料

 最終仕入原価法

(3）材料

 同左

(4）仕掛品 

  個別法による原価法

(4）仕掛品 

 同左

３ 固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産

 定率法を採用しております。な

お、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物附属設備 15年 

工具器具備品 ３～８年

 同左

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産

 定額法を採用しております。ただ

し、市場販売目的のソフトウェアに

ついては、見込販売数量に基づく償

却額と見込販売可能期間（３年）に

基づく均等償却額を比較し、いずれ

か大きい額を計上しております。ま

た、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。また、営業権について

は、投資の効果が及ぶ期間（５年）

で均等償却しております。 

 同左

４ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

 ３年間で均等償却しております。

新株発行費 

 同左

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務の資産及び負債

については、決算日の為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

 同左

６ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

貸倒引当金 

 同左

７ 収益の計上基準  取引先の検収を要する受託業務につ

いては、検収基準を採用しておりま

す。製品の提供につきましては、出荷

基準を採用しております。 

 同左



 
  

追加情報 

 
  

項目
前事業年度

（自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日）

当事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。

 同左

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

 消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。

消費税等の処理方法

 同左 

前事業年度
（自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日）

当事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

         ―――――――  「地方税等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が5,003千円増加

し、営業利益、経常利益、税引前当期純利益が同額減少

しております。



注記事項 

（貸借対照表関係） 

 
  

（損益計算書関係） 

 
  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
  

前事業年度 
（平成16年12月31日）

当事業年度
（平成17年12月31日）

※１ 関係会社に対する資産及び負債は次のものがあり

ます。

売掛金      34,875千円

買掛金      13,216千円

未払費用     19,376千円

※１ 関係会社に対する資産及び負債は次のものがあり

ます。

売掛金       26,106千円

買掛金         362千円

未払費用      11,357千円

※２ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数   普通株式  500,000株

発行済株式総数 普通株式  77,000株

※２ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数   普通株式  308,000株

発行済株式総数 普通株式  87,000株

 ３ 資本の欠損の額は99,626千円であります。  ３       ―――――――

前事業年度
（自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日）

当事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

販売手数料 27,279千円

貸倒引当金繰入額 114千円

給与手当 184,430千円

法定福利費 22,401千円

支払報酬 36,458千円

賃借料 44,270千円

減価償却費 18,107千円

販売費に属する費目のおおよその割合は10.1％、一

般管理費に属する費目のおおよその割合は89.9％で

あります。

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

販売手数料 14,363千円

貸倒引当金繰入額 431千円

給与手当 187,126千円

法定福利費 25,644千円

支払報酬 44,794千円

賃借料 33,697千円

減価償却費 24,458千円

販売費に属する費目のおおよその割合は4.3％、一
般管理費に属する費目のおおよその割合は95.7％で
あります。

※２ 固定資産除却損は、次のとおりであります。

建物附属設備 7,525千円

工具器具備品 2,899千円

合計 10,425千円

※２        ―――――

※３ 関係会社との取引は、次のとおりであります。

支払利息 919千円

※３ 関係会社との取引は、次のとおりであります。

支払利息            1,081千円

前事業年度
（自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日）

当事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている現金及び預金勘定の金額は一致しており

ます。

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 492,382千円

有価証券勘定 599,975千円

計 1,092,357千円



（リース取引関係） 

前事業年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（有価証券関係） 

前事業年度（平成16年12月31日現在） 

当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

 
  

当事業年度（平成17年12月31日現在） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

 
  

２．満期保有目的債券の今後の償還予定額 

 
  

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

（退職給付関係） 

前事業年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

 当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

13,130 9,395 －

内容
貸借対照表計上額
（千円）

満期保有目的債券 ＣＰ 599,975

区分
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

国債・地方債等 － － － －

社債 － － － －

その他 599,975 － － －

合 計 599,975 － － －



（税効果会計関係） 

 
  

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

 
  

当事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 
  

前事業年度 
（平成16年12月31日）

当事業年度
（平成17年12月31日）

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産 （千円）

   繰越欠損金 652,107

   ソフトウェアの償却超過額 8,500

   貸倒引当金繰入超過額 2,416

  繰延税金資産小計 663,023

   評価性引当金 △663,023

  繰延税金資産合計 －

  繰延税金負債 －

  繰延税金資産（負債）の純額 －

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産 （千円）

   未払事業税 2,036

   繰越欠損金 552,958

   ソフトウェアの償却超過額 6,353

   営業権の償却超過額 6,444

  繰延税金資産小計 567,792

   評価性引当金 △567,792

  繰延税金資産合計 －

 繰延税金負債 －

 繰延税金資産（負債）の純額 －

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

（％）

法定実効税率 42.0

（調整）

交際費等永久に損金に算入
されない項目

2.8

住民税等均等割 0.6

評価性引当金 △45.9

その他 1.1

税効果会計適用後の法人税
等の負担率

0.6

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

（％）

法定実効税率 40.7

（調整）

交際費等永久に損金に算入
されない項目

0.8

住民税等均等割 0.2

評価性引当金 △42.4

その他 0.9

税効果会計適用後の法人税
等の負担率

0.2

関連会社に対する投資の金額（千円） 25,000

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 34,126

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 9,126

関連会社に対する投資の金額（千円） 25,000

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 19,835

持分法を適用した場合の投資損失の金額（千円） 32,360



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

１．親会社及び法人主要株主等 

 
（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

下記以外の取引条件については、市場価格等を勘案した一般的取引条件にて、当社と関連を有しない他の当

事者との取引と同様に決定しております。 

※１ 賃借料に関しましては、近隣の賃料を参考にした価格によっております。  

※２ 役務の提供の対価は、原価相当額の支払いとなっております。  

※３ 利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。  

３．㈱ＳＲＡは、平成16年５月６日付で親会社ではなくなりました。 

４．㈱ライブドアは、平成16年５月６日付で親会社となりました。 

  

２．役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

  

３．子会社等 

 
（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引条件については、市場価格等を勘案した一般的取引条件にて、当社と関連を有しない他の当事者との取引

と同様に決定しております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

㈱ＳＲＡ
東京都
豊島区

2,640
ＩＴサービ
ス業

－ ー

当社製品
の販売 
サポート
サービス
の仕入

当社製品の
販売

10,791 － －

サポートサ
ービスの仕
入

537 － －

役務提供料

等
6,619 － －

借入金の返
済

48,100 － －

支払利息 799 － －

㈱ライブド

ア
東京都
新宿区

24,030

ウ ェ ブ 事
業、ネット
ワ ー ク 事
業、コマー
ス事業、ソ
フトウェア
事業、投資
事業

（被所有） 

直接 86.62

兼任 

３名

当社製品
の販売 
オフィス
の転借

当社製品の
販売

37,365 売掛金 3,228

ハードウェ
ア商品の仕
入

713 買掛金 749

賃借料※１ 3,122

未払費用 3,665
役務提供料
等※２

3,006

支払利息
※３

919

資金の借入 50,000
関係会社
短期借入
金

50,000

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会
社

Turbolinux 
China 
Co.,Ltd.

中国 
北京市

361万
米ドル

Linux 製 品
の販売

（所有）
直接 49.00

兼任
３名

当社製品
の販売

ロイヤリテ
ィ収入

16,205 売掛金 31,593

ロイヤリテ
ィ支払

231 買掛金 290

販売手数料 7,454 未払費用 15,711

UnitedLinux, 
LLC

米国 
マサチ
ューセ
ッツ州

20万
米ドル

Linux 製 品
の開発及び
販売

（所有）
直接 25.00

－
ロイヤリ
ティの支
払

ロイヤリテ
ィ支払

5,209 買掛金 12,177



４．兄弟会社等 

 
（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引条件については、市場価格等を勘案した一般的取引条件にて、当社と関連を有しない他の当事者との取

引と同様に決定しております。 

  

当事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

１．親会社及び法人主要株主等 

 
（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

下記以外の取引条件については、市場価格等を勘案した一般的取引条件にて、当社と関連を有しない他の当

事者との取引と同様に決定しております。 

※１ 賃借料に関しましては、近隣の賃料を参考にした価格によっております。  

※２ 役務の提供の対価は、原価相当額の支払いとなっております。  

※３ 利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。  

  

２．役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

  

３．子会社等 

 
（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引条件については、市場価格等を勘案した一般的取引条件にて、当社と関連を有しない他の当事者との取引

と同様に決定しております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
の子会
社

ネットアン
ドセキュリ
ティ総研㈱

東京都 
港区

151

インターネ
ットコンテ
ンツの制
作・運用

－ －
当社製品
の販売

当社製品の
販売

51 売掛金 54

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
㈱ライブド
ア

東京都
新宿区

86,285

ウ ェ ブ 事
業、ネット
ワ ー ク 事
業、コマー
ス事業、ソ
フトウェア
事業、投資
事業

（被所有）
66.3%

兼任
２名

製 品・サ
ービスの
提 供、賃
借物件の
借入

製品の販売 5,513

売掛金 106サポートサ
ービスの提
供

1,200

製品材料仕

入
1,939

未払費用 1,815賃借料※１ 15,392

役務提供料

※２
2,494

短期借入金
の返済※３

50,000
－ －

支払利息 1,081

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会
社

Turbolinux 
China 
Co.,Ltd.

中国 
北京市

361万
米ドル

Linux製品
の販売

（所有）
直接 49.0

兼任
２名 
 

派遣 
１名

製品の提
供

ロイヤリテ
ィ収入

7,483 売掛金 26,000

ロイヤリテ
ィ支払

102 買掛金 362

販売手数料 1,021 未払費用 9,542



４．兄弟会社等 

 
（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

取引条件については、市場価格等を勘案した一般的取引条件にて、当社と関連を有しない他の当事者との取

引と同様に決定しております。 

３．㈱ライブドアビジネスソリューションズは、平成17年９月30日付で㈱ライブドアの連結子会社ではなくなり

ました。 

４．㈱ライブドアコミュニケーションズは、平成17年８月18日付で㈱ライブドアの連結子会社ではなくなりまし

た。 

５．メディアエクスチェンジ㈱は、平成17年12月12日付で㈱ライブドアの連結子会社となりました。 

６．上記以外の取引で、プラネックスコミュニケーションズ㈱（東京都渋谷区）へ販売した当社製品（指紋認証

ユニット）については、その後、同社が西京ライブドア銀行設立準備室（㈱西京銀行 51％、㈱ライブドアフ

ィナンシャルホールディングス 49％の出資比率にて設立予定）に販売しております。これに関する当社の売

上高は189,000千円となっております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
の子会
社

弥生㈱
東京都
港区

10

業務ソフト
ウェア及び
関連サービ
スの開発・
販売・保守

－
兼任
１名

製品の提
供

当社製品の
販売

49,000 － －

㈱ライブド
アファイナ
ンス

東京都
港区

38

プライベー
トエクイテ
ィファイナ
ンス事業

－
兼任
２名

役務の受
入

派遣人員の
受入

743 － －

㈱ライブド
アビジネス
ソリューシ
ョンズ

東京都
港区

21
ＷＥＢ受託
ビジネス

－
兼任
１名

製品の提
供

当社製品の
販売

190 － －

㈱ライブド
アコミュニ
ケーション
ズ

東京都
渋谷区

50
ＣＲＭソリ
ューション
事業

－
兼任
１名

役務の受
入

サポート外
注費

3,000 未払費用 2,205

メディアエ

クスチェン

ジ㈱

東京都

豊島区
4,093

インターネ
ットサービ
ス

－ －
製品の提
供

当社製品の

販売
7,960 売掛金 8,358

Myrice Ltd.
中国 

上海市

1,927万

人民元

ポータルサ
イトの開
発・運営

－ －
製品の提
供

当社製品の
販売

2,416 － －

ネットアン
ドセキュリ
ティ総研㈱

東京都
港区

151

インターネ
ットコンテ
ン ツ の 企
画・運営・
管理・受託
調査 

－
兼任 

１名
製品・役
務の提供

当社製品の
販売

25

－ －
教育サービ
スの提供

50



（１株当たり情報） 

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
  

前連結会計年度
（自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日）

当連結会計年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

１株当たり純資産額          3,706円15銭

１株当たり当期純利益金額        750円28銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株予約権残高がありますが、当社株式は非上場で

あり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が

把握できませんので記載しておりません。

 平成16年12月14日付けで普通株式10株を１株とする株

式併合を行っております。 なお、当該株式併合が前期

首に行われたと仮定した場合の前事業年度における１株

当たり情報については、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額          1,191.21円

１株当たり当期純損失金額       2,542.97円

１株当たり純資産額         15,869円92銭

１株当たり当期純利益金額       2,192円50銭

潜在株式調整後１株当り当期純利益   1,862円58銭

前事業年度
（自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日）

当事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

１株当たり当期純利益金額

損益計算書上の当期純利益（千円） 51,248 175,310

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 51,248 175,310

普通株式の期中平均株式数（株） 68,306 79,959

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 14,163

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

－ －



（重要な後発事象） 

前事業年度
（自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日）

当事業年度
（自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日）

          ――――― （親会社である株式会社ライブドアの上場廃止ならびに

同社元代表取締役等の逮捕について）

 当社の親会社である株式会社ライブドアにつきまして

は、平成18年３月13日に証券取引法違反の嫌疑で告発さ

れ、東京証券取引所が平成18年４月14日付での上場廃止

を決定しております。 

 また、同社の元代表取締役堀江貴文他４名が平成18年

３月14日に証券取引法違反の容疑で東京地方検察庁に起

訴されました。

 本事件が当社の業績・財務状況について影響を及ぼす

可能性がありますが、具体的な数値については不明であ

ります。

          ――――― （子会社の設立）

 平成18年２月７日開催の取締役会において、インド及

び周辺アジア諸国に対する営業を主たる目的として下記

の要領による子会社の設立を決議いたしました。

(1）商号：Turbolinux India Private Limited

(2）代表者：矢野広一 

(3）本店所在地：インド国ハルヤナ州 

(4）設立時払込金額：27,200千インドルピー

(5）当社出資比率：55.0％ 

(6）決算期：３月 

(7）事業内容：LinuxＯＳ製品及びその関連製品・サ

ービスの開発と販売 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【債券】 

 
  

【有形固定資産等明細表】 

 
（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

ソフトウェア    ソフトウェア仮勘定からの振替          35,804千円 

ソフトウェア仮勘定 製造原価からの振替（販売用ソフトウェアの開発） 37,957千円 

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

営業権       特別償却                    50,000千円 

  

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 
  

有価証券 満期保有目的の債券
銘柄

券面総額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

コマーシャル・ペーパー 600,000 599,975

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額 
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額 
又は償却累計
額（千円）

当期償却額 
（千円）

差引当期末
残高 
（千円）

有形固定資産

 建物附属設備 42,417 － － 42,417 23,327 3,159 19,090

 工具器具備品 47,025 232 1,475 45,782 41,380 2,410 4,402

有形固定資産計 89,443 232 1,475 88,200 64,707 5,570 23,493

無形固定資産

 営業権 50,000 － 50,000 － － 9,999 －

 商標権 75,308 － － 75,308 25,739 7,530 49,568

ソフトウェア 135,768 35,804 － 171,573 129,471 42,860 42,102

ソフトウェア仮勘定 － 37,957 35,805 2,152 － － 2,152

その他 240 － － 240 － － 240

無形固定資産計 261,316 73,762 85,805 249,273 155,210 60,390 94,063

繰延資産

新株発行費 2,127 3,426 － 5,554 2,560 1,851 2,993

繰延資産計 2,127 3,426 － 5,554 2,560 1,851 2,993

区分
前期末残高 
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 50,000 － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く。）

－ － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 50,000 － － －



【資本金等明細表】 

 
（注） 資本金、普通株式及び株式払込剰余金の増加の原因は、平成17年９月15日を払込期日とする第三者割当増資

（10,000株）によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 （千円） 385,000 382,500 － 767,500

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 （株） (77,000) (10,000) (－) (87,000)

（千円） 385,000 382,500 － 767,500

計 （株） (77,000) (10,000) (－) (87,000)

計 （千円） 385,000 382,500 － 767,500

資本準備金及び 
その他資本剰余
金

（資本準備金）
株式払込剰余金

（千円） － 537,500 － 537,500

（その他資本剰余金） （千円） － － － －

計 （千円） － 537,500 － 537,500

利益準備金及び 
任意積立金

（利益準備金） （千円） － － － －

（任意積立金） （千円） － － － －

計 （千円） － － － －

区分
前期末残高 
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用） 
（千円）

当期減少額
（その他） 
（千円）

当期末残高 
（千円）

貸倒引当金 5,752 431 5,638 114 431



(2）【主な資産及び負債の内容】 

①資産の部 

ａ．現金及び預金 

 
  

ｂ．売掛金 

（イ）相手先別内訳 

 
  

（ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 
（注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ｃ．商品 

 
  

区分 金額（千円）

現金 200

預金

普通預金 492,182

預金計 492,182

合計 492,382

相手先 金額（千円）

プラネックスコミュニケーションズ㈱ 281,610

Turbolinux China Co.,Ltd. 26,000

㈱トリスター 22,958

ソフトバンクＢＢ㈱ 21,264

関電システムソリューションズ㈱ 13,446

その他 92,259

計 457,539

期首残高 
（千円） 
 

（Ａ）

当期発生高 
（千円） 
 

（Ｂ）

当期回収高 
（千円） 
 

（Ｃ）

当期末残高
（千円） 
 

（Ｄ）
 

回収率（％）

（Ｃ）
×100

（Ａ）＋（Ｂ）

滞留期間（日）
（Ａ）＋（Ｄ）

２
（Ｂ）
365

137,651 1,284,447 964,558 457,539 67.8 84.6

区分 金額（千円）

IP-PBXソフトウェア「InfiniTalk」関連商品 25,166

計 25,166



ｄ．製品 

 
  

ｅ．材料 

 
  

ｆ．仕掛品 

 
  

区分 金額（千円）

パッケージ製品 7,934

計 7,934

区分 金額（千円）

アプリケーション使用許諾関連 47,083

パッケージ用部材 8,509

計 55,592

区分 金額（千円）

コンサルテーション原価 3,715

製品製作原価 450

計 4,165



②負債の部 

ａ．買掛金 

 
  

ｂ．未払費用 

 
  

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額（千円）

エヌ・ティ・ティ・コムウェア㈱ 176,400

田中酸素㈱ 75,753

㈱ジャストシステム 44,788

イーディーコントライブ㈱ 11,109

日本電気㈱ 7,407

その他 19,854

計 335,314

区分 金額（千円）

従業員賞与 11,833

Turbolinux China Co.,Ltd. 9,542

大江橋法律事務所 4,610

渋谷社会保険事務所 2,912

㈱リクルートエイブリック 2,205

その他 18,925

計 45,881



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注） 当社は、端株制度の適用を受けておりますが、現在端株は生じていないため、端株原簿の作成は行っておりま

せん。 

  

決算期 12月31日

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内

基準日 12月31日

株券の種類 １株券、10株券、1,000株券

中間配当基準日 ６月30日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

  代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

端株の買取り

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

  代理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社全国各支店

  買取手数料 無料

公告掲載新聞名

電子公告の方法により行います。 

但し、やむを得ない事由により電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞

に掲載します。 

公告掲載ＵＲＬ（http://www.turbolinux.co.jp/about_us/ir） 

株主に対する特典 なし



第７【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社である株式会社ライブドアにつきましては、平成12年４月に東京証券取引所マザーズに上場しており、

以後、継続開示会社となっております。 

  

２ 【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成17年８月５日、関東財務局長に提出。 

  

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年８月30日、平成17年９月７日、関東財務局長に提出。 

  

(3）臨時報告書 

 平成17年９月26日、関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

  



 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年７月29日

 ターボリナックス株式会社 

 取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているターボリナックス株式会社の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第11期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ターボリナックス株式会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 
  

港 陽 監 査 法 人

代表社員
関与社員

公認会計士 久 野 太 辰     ㊞

代表社員
関与社員

公認会計士 田 中 慎 一     ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年３月17日

 ターボリナックス株式会社 

 取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているターボリナックス株式会社の平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第12期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ターボリナックス株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追加情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、親会社である株式会社ライブドアが平成18年３月13日に証券取

引法違反の嫌疑で告発され、平成18年４月14日付にて上場廃止されることが決定した。さらに、同社の元代

表取締役堀江貴文他４名が平成18年３月14日に証券取引法違反の容疑で起訴された。 

 また、会社は平成18年２月７日開催の取締役会においてインドに子会社を設立することを決議した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

港 陽 監 査 法 人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士 田 中 慎 一     ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士 玉 置 良 光     ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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